
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

上富田町商工会（法人番号 4170005003606） 牟婁商工会  （法人番号 5170005003613） 

龍神村商工会 （法人番号 4170005003614） 本宮町商工会（法人番号 2170005004052） 

中辺路町商工会（法人番号 1170005003609） 大塔村商工会（法人番号 5170005003605） 

田辺市（地方公共団体コード 302066）上富田町（地方公共団体コード 304042） 

実施期間 令和 4年 4月 1日～令和 9年 3月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

①小規模事業者の事業計画策定を通じ小規模事業者の著しい発展を図る。 

②創業者、新たな事業を計画する者へ支援を行うことで地域への恩恵をもたらし雇用

の維持や地域活性化を図る。 

③地域資源を活用した商品開発と販路開拓・情報発信の支援。 

④行政、観光協会等他団体との連携を中心とした地域活性化の好循環を創り出す。 

⑤DXによる競争優位性を確立し、商圏を問わない販路開拓を推進する。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

RESAS 等を活用した地域の経済動向分析、中小企業景況調査等による景気動向調査

結果を小規模事業者支援に活用する。 

４．需要動向調査に関すること 

物産展や商談会等に於いて、対象とする事業者の商品、サービスをアンケート調査

等により情報収集し販路開拓や新商品開発に結び付ける。 

５．経営状況の分析に関すること 

「経営状況分析」「Bizミル」「経営計画つくるくん」等を活用し定量・非定量分析で

経営状況を把握し事業計画策定に活用する。 

６．事業計画策定支援に関すること 

巡回指導やセミナーを通じ、将来を見据えた事業計画の策定や創業計画の策定、 

 また、ＤＸに対する知識を身に付け、ＩＴを活用した事業計画の策定を支援する。 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

 定期的な巡回等により事業計画の進捗状況を把握、集中的な支援が必要な事業者に

は支援回数を増やすなどし、効率の良い対応を行う。 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

 即売会による商品の評価や改善点の把握。商談会等では、関東圏・関西圏の両方を

視野に開拓。ＳＮＳやＥＣサイト等による商圏拡大の支援を行う。 

連絡先 

上富田町商工会 〒649-2105 和歌山県西牟婁郡上富田町朝来 763 番地 

TEL 0739-47-1531 FAX 0739-47-3689  E-mail kamiton@w-shokokai.or.jp 

牟婁商工会 〒646-0001 和歌山県田辺市上秋津 2084 番地の 1 

TEL 0739-35-1110 FAX 0739－35-1112  E-mail  muro@w-shokokai.or.jp 

龍神村商工会 〒645-0415 和歌山県田辺市龍神村西 376 番地龍神行政局内 

TEL 0739-78-0472 FAX 0739-78-0783   E-mail  ryujin@w-shokokai.or.jp 

本宮町商工会  〒647-1731 和歌山県田辺市本宮町本宮 219 番地 

TEL 0735-42-0269 FAX 0735-42-1639   E-mail hongu@w-shokokai.or.jp 

中辺路町商工会 〒646-1421 和歌山県田辺市中辺路町栗栖川 396 番地の 1 

TEL 0739-64-1002 FAX  0739-64-1611   E-mail   nakahechi@mb.aikis.or.jp 

大塔村商工会  〒646-1101 和歌山県田辺市鮎川 2567 番地の 1 

TEL 0739-49-0171 FAX 0739-49-0371  E-mail  outou@mb.aikis.or.jp 

田辺市 商工観光部・商工振興課 〒646-8545 和歌山県田辺市新屋敷町１番地 

TEL 0739-26-9970 FAX 0739-22-9898 E-mail shoukou@city.tanabe.lg.jp 

上富田町 振興課 企画・商工観光班 〒649-2192 和歌山県西牟婁郡上富田町朝来 763 番地 

TEL 0739-34-2370 FAX 0739-47-4005 E-mail shinkou@town.kamitonda.lg.jp 

mailto:kamiton@w-shokokai.or.jp
mailto:shoukou@city.tanabe.lg.jp
mailto:shinkou@town.kamitonda.lg.jp
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目標 

 
（共同申請の理由） 

  上富田町商工会、牟婁商工会、龍神村商工会、本宮町商工会、中辺路町商工会、大

塔村商工会は、地理的に隣接していることから商圏も等しく、産業の現状、小規模事

業者が抱える課題の多くが共通していることから広域商工会くまの協議会「経営支援

センター」を組織し、共通的な課題に対しては連携して小規模事業者の支援や共同事

業を行ってきた。複雑化してくる小規模事業者への経営支援を効果的に行えること、

スケールメリットによりセミナーの開催や物産展等の販路開拓の取組みが可能とな

ること、また OJTによる経営指導員の資質向上にも繋がっていることから、前計画と

同様、より一層事業効果が表れるものとして共同申請する。 
 

（本地域全体の特徴） 

和歌山県南部に位置する田辺市は古くは城下町として、近年は県下第２の人口を誇

り田辺湾沿岸に商業地として栄え、紀伊半島地形特有の山間深く林業が盛んであり、

また温暖な気候により果樹では古くから梅やみかんの栽培が盛んであった。 

旧来、田辺市には海側の市街地を区域とする田辺商工会議所と山側を区域とする牟

婁商工会の２経済団体が併存していたが、平成１７年５月平成の大合併により田辺市

と山間部の龍神村、本宮町、中辺路町、大塔村の５市町村が合併し、面積では和歌山

県全域の２割を超える近畿最大の面積を誇る現田辺市が発足、それに伴い龍神村商工

会、本宮町商工会、中辺路町商工会、大塔村商工会も加わり、１商工会議所と５商工

会が旧行政地域を管轄として併存することになった。 

また、田辺市は平成１６年世界文化遺産として登録された「紀伊山地の霊場と参詣

道」のエリアにあたり、海外を含め多くの観光客が訪れている。 

しかし、近年は新型コロナウイルス感染症の影響で一時的に減少傾向にあり、今後

の経済に対し不安視している状況である。 

 

上富田町は、田辺市南部に隣接し、町の中央には富田川が流れ、温暖な気候、風光

明媚な自然に恵まれた地域である。地方中小都市田辺市へ就労する人たちが多く、旧

来よりベッドタウンとして発展し、過疎化が進んでいる県南部において唯一人口が増

加している町である。その中で上富田町商工会は地域の経済団体としてまた小規模事

業者の支援団体として活動してきた。 
 

６商工会地域の小規模事業者であるが、１次産業では旧来林業が盛んであったが近

年木材需要の低下で衰退していた。しかし新型コロナウイルス感染症の影響により輸

入が減少、日本材の需要が急激に上昇した。一時的なことかもしれないが当産業が翻

弄されているのは確かである。 

農業においては梅やみかんが盛んに栽培されたが、近年他県での栽培の増加や需要
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の低下により市場は低迷している。２次産業の小規模事業者においても梅加工業が盛

んであるが、これも産地の増加や需要の低下により市場は低迷している。さらに追い

打ちをかけるように新型コロナウイルス感染症の影響で需要が著しく低下している。 

 

その他では明治の頃より貝釦製造業が盛んであり、数社の釦製造会社とそれら下請

けによる多くの家内工業により釦製造従事者が多数占めていたが、その後合成樹脂の

ボタンに移り変わり、コスト競争による海外生産や輸入増により現在地域のボタン産

業はほぼ壊滅状態にある。３次産業とりわけ小売業も近年ネット販売等による流通の

変化、大型量販店への客の流入、コンビニの出店ラッシュによる市況の変化、また自

動車道の開通による交通インフラ整備による、京阪神への客の流失等により、地域の

小規模事業者の経営は衰退化の一途をたどっている。また産業力の脆弱により若者の

就労の場が少なく、人口減少と高齢化が加速している。事業主も高齢化し後継者難の

問題も深刻である。 

 

以上のように６商工会地域の小規模事業者の経営状況は非常に厳しい。 

 
 

 

 

 

 

 

 

（令和 3年 3月 31日現在） 

 
 上富田町 

  面積   ５７．４９㎢ 

  東西約１０㎞ 南北約１１㎞ 

  人口   １５，５０４人 

  世帯数   ７，２２３世帯 

  高齢化率  ２７．２４％ 

 

 田辺市 

  面積  １，０２６．９１㎢ 

  東西約４５㎞ 南北約４６㎞ 

人口   ７１，５５０人 

世帯数  ３５，１５５世帯 

  高齢化率   ３３．４％ 

 

 

 

 

 

田辺市 

牟婁商工会 

龍神村商工会 

本宮町商工会 

中辺路町商工会 

大塔村商工会 

 

上富田町 

 上富田町商工会 
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（１）地域の現状及び課題 
 

【上富田町商工会】 

 

「上富田町商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

地場産業として第１次産業では古くは林業が盛んであったが、近年材木需要の低下

により現在は大きく低迷している。さらには新型コロナウイルス感染症の影響で需要

と供給のバランスが崩れ、木材業が翻弄されているのが現状である。農産品としてみ

かん・梅の栽培が盛んであるが、他県の産地との競争、需要の低下により厳しい状態

が続いている。 

第２次産業では製材業、梅加工業が盛んであったが、近年新型コロナウイルス感染

症の影響により大きな打撃を受けている。 

第３次産業として小売業は人口増加の影響で大型量販店、コンビニの出店ラッシュ、

自動車道開通による交通インフラ整備による京阪神への消費流出、ネット通販の普及

により小規模事業者の経営は大きく低迷している。 

このように地域産業が厳しい現状であるが、平成２７年度高速道路紀南自動車道（田

辺～すさみ間）が開通し、上富田町エリアに農産品を含めた地域産品の販売や観光情

報やイベント情報発信を行う「道の駅くちくまの」がオープンし地域産品の需要開拓

の基盤となっている。※１日平均客約１，２００人 

 

上富田町産業大分類別小規模事業者数（平成 28年経済センサス） 
Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス
業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

上富田町商工会 2 1 64 35 9 112 4 13 10 57 44 14 13 4 16 398

小規模
事業者
数
合計

  
 

「上富田町商工会の現状」 

従来より巡回・窓口指導に於いて、経営、金融、税務、労働、情報化等の各分野に 

おいて相談事業を実施してきた。 

専門家による相談指導については、小規模事業者のニーズに応じた専門家派遣の活 

用を行ってきた。 

平成２６年 7月より経営支援センター活動を主として、経営改善計画書作成支援、 

経営革新認定希望者への支援、創業希望者支援、経営計画作成セミナー開催等を実施

している。 

平成２７年８月オープンした「道の駅くちくまの」で販売できる産品開発や販売業 

者の育成を実施しているのが現状である。 

 

 

 

 



 

- 4 - 

 

「上富田町商工会の課題」 

従来、相談指導業務としては事務代行や講習会開催等の事業が主で有り、小規模事 

業者個社の売上に結びつくための支援、需要を見据えた支援が出来ていなかった。し

かし経営発達支援計画策定後、伴走型事業に於いて本格的な販売計画、商談会に臨む

ことができている。今後はフォローアップに重点を置くことと、いかにしてボリュー

ムアップし発展させるかが課題である。 

専門家による経営セミナー等を開催して個社の全体的なレベルアップを図ること。 

「道の駅くちくまの」を活用した地域資源の掘り起こし、地域ブランド化 やにぎわ 

いの創出が理想通り進んでいないのが現状となっている。いかにして地域経済活性化

に結びつけるかが課題である。 

 

【牟婁商工会】 

 

「牟婁商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

当会地域は昭和３９年、旧牟婁町と田辺市の合併以降、田辺商工会議所と併存して

いる。温暖な気候を利用して栽培される柑橘類と梅の生産量が多く日本有数の産地で

あり、「紀州南高梅」を活用した梅加工業が基幹産業になっている。しかし、生産者の

高齢化、就農人口の減少や経済不況などの社会環境の変化などの影響を受け、平成１

２年には６５０億円あった梅干しの市場規模も現在は４００億円まで減少している。

その影響は地域経済とりわけ小規模事業者の経営状況の悪化につながり、廃業や後継

者不足の問題が起こっている。農家においても同様であるなど、地域経済にとって悪

循環となっている。 

 

牟婁商工会管内産業大分類別小規模事業者数（平成 28年経済センサス） 
Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス
業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

牟婁商工会 10 78 56 1 8 81 1 10 3 16 20 10 2 5 20 321

小規模
事業者
数
合計

 
 

「牟婁商工会の現状」 

経営指導員による巡回・窓口指導は、経営、金融、税務、労働、情報化等の各分野

において相談事業を実施し、地域の小規模事業者に必要だと考える事業計画作成セミ

ナーや税務相談会の開催や専門家派遣を行ってきた。当会地域は農業地帯であり、近

年では地元有志が設立した農産物直売所や、小学校移転による旧木造校舎を再利用し

グリーンツーリズム事業に取り組む事業所（秋津野ガルテン）の運営が軌道に乗るよ

う支援を行ってきた。農産物直売所や秋津野ガルテンの活動は農業振興から商工業・

観光・地元雇用につながっている。他に基幹産業の梅が発展していくために県外への

販路開拓支援や商品開発支援も行っている。 
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「牟婁商工会の課題」 

業種別では、特に小売業、製造業の業績、経営環境が著しく悪く、経営者の高齢化

も進んでいる。 

地域小規模事業者を再生するためには梅と柑橘を中心とした地域の特産品の再生が

不可欠であり、当会としては四季感あふれる農産物の生産加工販売事業を支援するこ

とが課題である。 

地域資源である優れた柑橘類や梅干し商品を従来の販売方法だけではなく、大量消

費地（都市圏）でも販売できる商品力・提案力・競争力を身につけ、時代の変化に対

応した販売を行う。それを行うために事業を展開する事業者が集まり検討する中で、

人、モノ、観光資源の見直しや掘り起こし情報集約を行う。 

都市と農村の交流、６次産業化、観光事業を通じて当地への交流人口を増やす。そ 

のようなことから農業地域としての重要性を高め、小さな地域経済を構築することが 

できる。それが小規模事業者の再生に結びつく。 

 

【龍神村商工会】 

 

「龍神村商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

当会地域では、「日本三美人の湯」の一つとして、旅行情報誌などで高い評価を受け

る龍神温泉を核とする観光関連事業所を中心としたサービス業が基幹産業となってい

る。その中で龍神温泉への入込客数は、平成２７年をピークに徐々に減少傾向となり、

令和２年度においては新型コロナウイルス感染症の影響を受け、前年比で日帰り・宿

泊者数とも大幅に減少した。一方で人口については、令和３年３月までの１０年間で

２５％（１００８人）減少し、事業承継や雇用の確保などが大きな問題となってきて

おり、商業をはじめとした地域経済にも大きな疲弊を招くなど、経営環境は厳しい状

況にある。 

 

  龍神村商工会管内産業大分類別小規模事業者数（平成 28 年経済センサス）  
Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス
業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

龍神村商工会 1 1 28 20 2 3 52 2 1 4 38 14 1 2 10 4 183

小規模
事業者
数
合計

 
 

「龍神村商工会の現状」 

従来、巡回・窓口指導を行う中で、税務では所得税・消費税の確定申告相談、労務

では労働保険事務組合の適正な運営のもと、労働保険各種手続き指導、金融では日本

政策金融公庫の経営改善資金のあっせん手続き、経営ではビジネスマナーセミナーや

キャッシュレスセミナーの開催等を行った。その他、創業支援、新商品開発支援、販

路開拓支援、経営改善計画策定支援、経営革新承認申請書作成支援などの案件につい

ては、専門家等を活用しながら取り組んでいる。 

一方、龍神地域の特性を活かした魅力的で活力あふれる「龍の里」を創造・発信し
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ていくことを目的として設立された「龍の里づくり委員会」と連携して、観光を中心

とした地域産業の育成による地域外との交流の促進と、移住・定住施策の充実を図る

ため、様々な取組の提案と実践を行っている。 

 

「龍神村商工会の課題」 

人口の減少や消費の流出が加速する中で、龍神村地域内だけでの商売では経営が成

り立たない状況であるため、他地域へ商圏の拡大を図ることが課題となってきている。

また、経営者の高齢化が進んでいる中で、後継者がいない事業所が大半を占め、地域

経済の衰退化が避けられない状況であるため、事業の持続化支援や後継者の育成支援

を行うことが課題となっている。一方、交流人口を増やす取り組みの一つとして地域

資源を活かした特産品開発や展示会において龍神村をアピールする取り組みなどを行

っているが、このような取り組みを行う上で、地域の事業者が危機感を持って地域一

体となった取り組みを行う必要があるという意識の醸成を行う事が課題となってい

る。 

 

【本宮町商工会】 

 

「本宮町商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

当会地域は、世界遺産に登録されている「熊野本宮大社」を核とした観光産業が地 

域の基幹産業であり、「熊野古道」や「熊野本宮大社」には年間 136 万人の観光客が訪

れている。 

しかし、高速道路を含め道路の整備が進むにつれ、近隣府県からの観光客は日帰り 

が多くなり、当地での宿泊利用が年々減少する傾向にある。 

一方で、インバウンド需要の増加により、宿泊業を中心とした観光関連産業に回復 

基調が見られていたが、令和２年度の新型コロナウイルス感染症の感染拡大によって

宿泊数が激減し、基幹産業は大きな打撃を被っている。 

こうした中、観光関連産業以外についても、山間地域における少子高齢化と人口減 

少に歯止めがかからない状況はなお続いており、売り上げの減少、事業者のみならず

消費者の高齢化も進んでいることによる購買力の低下など、地域経済は依然として厳

しい状況にある。 

 

本宮町商工会管内産業大分類別小規模事業者数（平成 28年経済センサス） 

  

Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス
業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない
もの）

本宮町商工会 1 22 7 3 48 1 2 4 36 16 2 5 6 153

小規模
事業者
数
合計

 
「本宮町商工会の現状」 

経営指導員による巡回・窓口指導によって、経営、金融、税務、労働、情報化等の 

各分野において相談事業を実施するとともに、小規模事業者のニーズに応じた補助金
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活用の支援や税務相談会や専門家派遣の活用を行ってきた。 

さらに支援センター活動を主として、経営改善計画書作成支援、経営革新認定希者

者への支援、創業希望者支援、経営計画作成セミナー開催等を実施している。 

観光関連産業が当地域の基幹産業であることを踏まえ、宿泊・飲食等のサービス提

供事業者については国の施策を積極的に活用して、新たな需要開拓に対する支援に努

めるとともに、現在もそれらのフォローアップを続けている。 

 

「本宮町商工会の課題」 

様々な経営環境の変化に伴う経済の危機的状況に強い、自律的な地域経済の構築が 

求められているため、今後はますます地域事業者の経営規模に応じた発展と成長を促

し、地域経済の活性化を図る必要がある。 

特に、小規模事業者においては設備投資が十分とはいえないこともあり、業務の効

率化や新たな付加価値の創造について手つかずになっている事業所も多いことから、

設備投資効果が大であると考えており、町内事業所の設備投資に対して積極的に支援

することで、販路開拓や経営安定化に資するとともに、時代に即した事業の創造や育

成、起業支援にも取り組んでいく。  

また、田辺市の統計資料に基づく本宮町の地域人口の減少は令和３年３月３１日時 

点で 2,570 人となっており、これは 5 年前の 2,945 人よりも加速的に人口減少が進ん

でいるといえる。このため、主要商圏を本宮町・田辺市内に限定することなく、日本

全国や海外を新たな顧客として事業展開が可能な事業所に対して、ECサイトの構築支

援や情報発信の支援を行っていく。 

さらに基幹産業たる観光関連産業においては、従来型の観光に伴う需要開拓も依然 

として重要であるが、「ワ―ケーション」をはじめとするこれまでにない新たな交流人

口の増加が喫緊の課題といえるため、これについても宿泊業者を中心に Wi-Fi 工事や

長期滞在向けのサービス構築を目指した設備投資を促すなど、積極的に推進していく。 

 

【中辺路町商工会】 

 

「中辺路町商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

  当会地域は、商工業者のうち９割以上が小規模事業者である。これといった基幹産

業は特にないが、熊野古道を訪れる外国人観光客が増えたことにより、宿泊業を中心

とする観光関連業種の割合が増加している。人口は、平成２８年４月から令和３年３

月までの５年間で１５％超減少（2,913人→2,510人）し、高齢化率が４３％→４６％

となり、過疎・高齢化が一層進んだ。 

  地域住民を顧客とする建設業・商業・生活関連サービス業は、消費の低迷が著しく、

経営環境は大変厳しい。又、増加傾向にあった外国人観光客のおかげで需要が伸びて

いた宿泊業を中心とする観光関連業種は、新型コロナウイルス感染拡大の影響で外国

人観光客が来日できなくなり、事業の継続が困難に陥る事業者が出てくるなど深刻な

状態にある。 

  又、経営者の４割強が６５歳以上と高齢化が進んでおり、その内３分の２は後継者

がいない状況である。 
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中辺路町商工会管内産業大分類別小規模事業者数（平成 28年経済センサス） 

 

Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス業、
娯楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業（他
に分類
されな
いもの）

中辺路町商工会 2 27 26 5 40 2 1 33 12 1 1 3 5 158

小規模
事業者
数

合計

 
 

「中辺路町商工会の現状」 

 商工会員数は、平成２８年度４月１３１事業所→令和３年３月１３１事業所と横ば

いである。事業者への支援内容としては、平成２８年度以降、従来の金融・税務・労

働等の基礎的支援に加え、新たな取組みに対しての経営革新計画策定支援や販路開拓

の為の事業計画策定支援の割合が増えている。又、地域課題解決のため、田辺市と連

携して「高齢者生活支援ビジネスプロジェクト事業」に取り組み、買い物支援や高齢

者が作った野菜や特産品の販売などを継続して行っている。 

 

「中辺路町商工会の課題」 

経営者の高齢化が進む中、後継者のいる事業所には事業承継がスムーズにいくよう

支援を行い、事業承継が困難な事業所には廃業までのソフトランディング支援を行え

る体制を作る。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受けている事業者に対して、アフターコロナ

に向けて持続的に事業が継続できる事業計画策定支援ができる体制を作る。 

過疎で地域の市場規模が縮小していく中、いかに地域外から人を呼び込み交流人口

を増やし、地域外から資金を流入させ、地域内で資金が循環するしくみを作る。 

 

【大塔村商工会】 

 

「大塔村商工会地域の小規模事業者の現状と課題」 

当会地域では、農業・林業の衰退により基幹産業が空洞化状態となる中、周辺地域

の地場産業や田辺市街地の顧客との結びつきにより、経営を維持しているという経営

基盤が小さい小規模事業者が９８％を占めている。高齢化率 38.5％が県内平均を上回

り、山間部では限界集落が増え、地域内消費の縮小幅が年々増加し、ここ５年で小売・

サービス業の廃業が相次いでいる。 

一方で、当地域の９５％以上が険しい山林なこともあり、当地域ならではの商品の

農・林産物（梅・よもぎ・シキミ・サカキ・花卉等）、加工品（梅製品・金山寺みそ・

餅・すのこ・墨・備長炭等）、など独自に地域外へ販路を広げている事業者も少数であ

るが存在している。 
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大塔村商工会管内産業大分類別小規模事業者数（平成 28年経済センサス） 

 
 

「大塔村商工会の現状」 

今までの支援は、事業所への巡回・窓口での相談業務による金融、税務、労務の支

援が大部分を占めていた。ここ５年は「小規模事業者持続化補助金」の活用や、伴走

型事業の推進により事業計画策定支援にも取組んでいる。また、事業計画を策定した

事業者の中で、地域外での物産展等に参加し新たな販路開拓に取組む支援も徐々に増

えつつある。しかしながら、経営発達に取組むことが可能な経営資源をもつ事業者は

一握りの事業者に限られているのが現状といえる。 

 

「大塔村商工会の課題」 

経営発達支援計画により、事業計画を策定している事業者は増加してきている。そ

こから、その計画を実行し、見直しできるようきめ細かくフォローしていくことが課

題である。特に上述した、大塔村の農・林産物や加工品に独自のビジネスモデルを持

つ事業者を重点的に支援し、地場産業の再構築へと繋げていかなければならない。 

また、地域内での消費動向はこれからも減少していく見込みであり、独自の商品を

地域外へ需要開拓できるよう支援を強化し、外需を得ることで地域の事業者数を維持

していかなければならない。都市圏など地域外に受け入れられ「売れる」ための商品

のアップデートや新商品開発、それと合わせてＩＴの活用など、根本的なビジネスモ

デルの再構築支援が今後ますます必要となる。 

 

 

（６商工会に共通する現状と課題） 
＜共通する現状＞ 

 １．経営関連事務の代行や講習会事業が中心であったが、個社支援を充実するように

シフトしてきた。しかし小規模事業者の売上に直結する支援はまだまだであるため

フォローアップの充実が重要である。 

 ２．経営指導員による巡回や専門家派遣などを実施し課題整理をしてきたが、表層的

な課題への対応に留まっており，事業計画支援まで結びつく系統的な支援が思うよ

うに出来ていない。 

 ３．地域資源と経営資源を有効に結びつけられていないため、地域産品を活かした販

路開拓や観光資源を活かした交流人口の増加の取組みが不可欠となる。 
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 ＜共通する課題＞ 

小規模事業者の個社支援として事業計画策定、実施、売上に直結する支援の強化。

域内の農商工連携・観光連携・商品共同開発による連携強化と地域外への販路開拓・

SNS等による発信力の強化が課題である。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 
①10年程度の期間を見据えたビジョン 

地域において、持続的発展に向けた事業計画をつくり実行していく小規模事業者が、

中長期的により多く占めるよう経営指導員の巡回を中心に支援を行う。また専門家の

協力を頂き、他支援機関との連携により新たな需要を開拓し、売上と利益の確保に直

結した支援を行う。 

過去４年間で重点支援対象者（後述）に対し事業計画を一定数策定はしているもの

の、長期を見据えた内容の事業計画はわずかである。対象事業者数は年々減少傾向に

あるが、小規模事業者自らが地域経済を支えていかないといけないのが現状である。

自然災害や感染症など、災いに耐えしのぐことのできる強靭な事業者に育成すること

が地域経済の基盤を維持することに繋がっていくと捉え、今計画に於いては対象事業

者の約１０％を３年、約２０％を５年、約４０％を１０年の割合で事業計画をつくり

実行出来るよう支援し、対象事業者がどのように変化したか、経済の状況の変化に対

応できているかを把握し、各市町のプロジェクト等に反映していく。 

 

 ＜重点支援対象者＞ 

６商工会による経営支援センターを中心に経営改善普及事業として「後継者がいる

小規模事業者」あわせて「従業員がいる小規模事業者」を重点的に支援する。 

 

②上富田町及び田辺市の総合計画との連動性・整合性 

＜長期総合計画の内容＞ 

・基幹産業（梅、みかん、木材等）の発展のためニーズに合わせた商品力の向上、新

商品開発と都市部消費者へ販路開拓を図る。 

・起業や創業、事業再構築のため地域特性を生かした分野の人材育成やビジネスモデ

ルの創出を支援する。 

・観光資源（温泉、世界遺産熊野古道等）を活用し、観光メニューの充実や掘り起こ

しを図るとともに情報発信を行い、誘客を推進する。 

 

地域経済を持続し活性化していくためには、基幹産業や観光資源を小規模事業者が

活用し販路開拓の必要があるため、総合計画と連動させながら事業の実施を推進する。 

 

 ③商工会としての役割 

小規模事業者の持続的発展のためには、小規模事業者が地域資源の活用、新たな雇

用の創出など地域経済の活性化の基盤となることを商工会が支援する必要がある。個

社支援を強化するよう定期的な巡回指導等を通じ小規模事業者の課題を解決していく

必要がある。 
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下記の重点支援対象者を中心に支援の密度を上げていきたい。 

＜重点支援対象者＞ 

後継者がいる小規模事業者・従業員がいる小規模事業者（令和３年４月１日現在） 
Ａ B C Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ

農業、
林業

漁業

鉱業、
採石
業、砂
利採取
業

建設業 製造業

電気・
ガス・
熱供
給・水
道業

情報通
信業

運輸
業、郵
便業

卸売
業、小
売業

金融
業、保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サー
ビス業

宿泊
業、飲
食サー
ビス業

生活関
連サー
ビス
業、娯
楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービ
ス事業

サービ
ス業
（他に
分類さ
れない

上富田町商工会 1 41 21 8 32 1 12 8 11 135

牟婁商工会 1 25 31 1 5 25 3 14 2 1 108

龍神村商工会 2 22 10 4 11 16 8 1 74

本宮町商工会 9 2 8 2 18 3 42

中辺路町商工会 16 12 2 4 7 1 1 4 47

大塔村商工会 2 11 7 4 6 4 6 1 41

支援センター合計 6 0 0 124 83 0 1 23 86 1 0 2 60 37 0 4 0 20 447

小規模
事業者
数
合計

 

 

（３）経営発達支援事業の目標 
 

①小規模事業者の事業計画策定から需要の開拓に向けて、地域経済動向調査、経営状

況分析、事業計画策定、策定後の実施支援、需要動向調査、商談会・即売会出展等

伴走型の指導・助言を行い、小規模事業者の著しい成長を促す。 

 

②創業希望者、新たな事業の再構築を計画している小規模事業者、事業承継支援が必

要な小規模事業者、経営改善計画が必要な小規模事業者へは指導員が張り付き、ま

た必要に応じ専門家を交え具体的な計画策定を実施し、雇用の維持や地域資源の活

用等により地域への恩恵をもたらし地場産業の活性化に繋げる。 

 

③地域の小規模事業者が地域資源（梅、みかん他農産品や世界遺産等の観光資源）を

有効に取り入れ、商品開発、ＩＴを活用した販路開拓ができるよう支援していく。 

 

④行政、観光協会、他各種団体と連携し地域のブランド化、にぎわいの創出を推進し、

長期的なプランを立て地域経済活性化の好循環を創り出す。 

 
⑤今般の社会変化に対応し、経営の優位性を確立するためＤＸを推進する。ＩＴツー

ルやデジタル技術導入の意識を啓発し、それらを踏まえた事業計画への落とし込み

及び商圏を問わない販路開拓・新たな広報の手段とする。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 
(１)経営発達支援事業の実施期間 

（令和４年４月１日～令和９年３月３１日） 

(２)目標の達成に向けた方針 

①商圏分析システム「ミーナ」、クラウド型経営支援ツール「BIZ ミル」を活用するこ

とで、商圏分析、財務分析を行う。また、経営指導員と専門家が連携し、経営分析

やセミナーの開催から個社の売上に直結する事業計画策定に結びつけ、さらに策定

した事業計画の実施・フォローアップを定期的な巡回支援により行う。 

６商工会共同で取り組むことで広範囲なスケールメリットを活かした需要開拓支 

援で商談会、即売会を実施・出展し、地域外への販路開拓に取組む。 

 

②創業に関しては経営支援センターを中心に創業セミナーを開催し創業予定者を掘 

り起こす。創業後は事業が安定するまで寄り添い支援する。 

新たな事業の再構築を計画する事業者には、事業再構築補助金制度などを有効に活 

用できるよう専門家や他団体と連携し臨むこととする。 

経営者の高齢化等で後継者不足が深刻であるため、事業引継ぎ支援センターや金融

機関のマッチング支援を有効に活用し、空き店舗の減少、承継をスムーズに行う。 

 

③地域内に於いて、道の駅は多数存在する。地域産物の販売拠点として活用できる 

為積極的にＨＰなどで情報発信するとともに、ＩＴを活用した販売方法のスキルを

支援し、将来のＤＸへ向けたきっかけとする。また、産業の 6次化に向けた取り組

みも検討しブランド化の構築を行う。 

 

  ④地域内の各種団体と連携することで、県外への発信、また海外への輸出も視野に

入れることができる。地域のブランド化が確立されれば地域活性化に直結するた

め、各種団体と定期的な会議等で意見交換し、密な連携をとっていく。 

 

 ⑤ＤＸによる競争優位性を確立するため、セミナーや巡回によりＤＸに向けた意識の

向上を促し事業計画への落とし込みを行う。また、具体的なＩＴツール活用を促進

するため、さらに販路開拓のためＩＴ専門家派遣を利用し相談体制を強化する。 

  ＤＸ推進のため事業者だけでなく経営指導員等のＩＴツールへの理解やノウハウ

の習得が必要不可欠となるため、研修への参加等の取り組みも合わせて行う。 

 

厳しい経営環境の中、小規模事業者が持続的に発展していくためには、成り行き経

営ではなく、「事業計画に基づく経営」を推進することが重要である。小規模事業者は

地域のインフラともいうべき存在であり、その持続的発展なしに地域の持続的発展は

ありえない。当地域としては、まず「後継者がいる小規模事業者」を重点的に支援し、

事業計画の策定・実施等を推進する。また合わせて「従業員がいる小規模事業者」の

事業計画の策定・実施等を重点的に支援することによって、地域の雇用維持・拡大を

推進する。 
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Ⅰ．経営発達支援事業の内容  

 ３． 地域の経済動向調査に関すること 
 （１）現状と課題 

   実態把握として RESAS（地域経済分析システム）を有効活用している。しかし地

域経済動向調査としては把握した情報を的確に対象事業所に反映するに至ってい

ないところがあった。経営計画を策定するため得た情報を小規模事業者に反映する

ためホームページ等で紹介し、対象事業者に幅広く提供できるよう改善していく。 

   

（２）目標 参考データ公表回数は以下のとおり 

    

 
公表

方法 
現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

①地域の経済動向

分析の公表回数 

 

HP 

記載 
０ １回 １回 １回 １回 １回 

②景気動向分析 

の公表回数 

 

HP 

記載 
０ ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 

 

 

（３）事業内容 

①地域の経済動向分析 

ＲＥＳＡＳを活用し年1回、「何で稼いでいるかの分析」「From-to分析」「産業

の現状分析」等を総合的に分析しデータを整理収集する。 

和歌山県市町村民経済計算により年1回、地域の産業別生産高実数、推移、増加率

等統計データを整理収集する。 

和歌山県観光客動態調査データにより年1回、地域の観光客数、目的、宿泊利用者

数等推計を整理収集する。 

 

②景気動向分析 

和歌山県商工会連合会が実施する中小企業景況調査、全国商工会連合会が実施す

る小規模企業景気動向調査により四半期ごとの売上額、引き合い、業況等直近デー

タを整理収集する。 

和歌山社会経済研究所が実施する景気動向調査により四半期ごとの設備投資、受

注高、雇用者数、業種別景況感等を整理収集する。 

 

 

 

 



 

- 14 - 

 

（４）調査結果の活用 

  情報収集した内容や、分析結果は各商工会のホームページにて公表。 

  管内小規模事業者が自由に閲覧できることと、相談の際、情報を確認しながら支

援していく。 

  また、事業計画策定に於いての基礎資料として収集データを活用する。 

 

 

４． 需要動向調査に関すること 
 

（１）現状と課題 

これまでは、小規模事業者が販売する商品や提供するサービスについての需要動

向調査は満足に出来ていない。そのため、需要動向を見据えた新たな販路開拓や売

上の増加に繋がるような支援は出来ていない。今後は需要動向を的確に把握し、新

商品や新サービスを事業計画の中に組み込めるようにしなくてはいけない。 

消費者ニーズやターゲットを明確にすることが重要である。 

 

（２）目標  

①物産展等（BtoC）における需要動向調査及び新商品に関する調査  （単位：事業所数） 

個社レベル調査 

対象事業者数 
現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

上富田町商工会管内 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

牟婁商工会管内 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

龍神村商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

本宮町商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

中辺路町商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

大塔村商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

合計 １４ １４ １４ １４ １４ １４ 

 

 ②商談会等（BtoB）における需要動向調査及び新商品に関する調査 

個社レベル調査 

対象事業者数 
現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

上富田町商工会管内 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

牟婁商工会管内 ３ ３ ３ ３ ３ ３ 

龍神村商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

本宮町商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

中辺路町商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

大塔村商工会管内 ２ ２ ２ ２ ２ ２ 

合計 １４ １４ １４ １４ １４ １４ 
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（３）事業内容 

◆個社レベル調査 

個社支援を行う小規模事業者の商品またはサービスを調査対象として顧客ニーズ

を把握し、販路開拓や売上向上、新商品・サービスの開発に結びつける。百貨店で

の物産展やアンテナショップ等において、来場者等に対するアンケート調査を実施

しニーズを把握する。 

一定期間の調査実施後も事業者自らが継続的に調査を行えることを目的に、巡

回・窓口指導により知識・技術の習得を支援する。 

 

【支援対象者】新商品開発・販路開拓をめざしている小規模事業者 

【調査手法】 

・百貨店と協力した物産展や商談会・アンテナショップにおいて調査会場の状況に応

じた調査を行う。 

・来場者に対し支援対象事業者と経営指導員等がアンケートを作成し、集計する。 

・アンケートの回収率を上げるため、特産品の抽選会などを実施する。 

・商談会に於いてはバイヤーに対し、試食やアンケート調査を実施する。 

【サンプル数】 

・物産展等に於いては 1日 1社につき 50件 

・商談会等に於いては各商品につき 10人 

【調査項目】 

・物産展等 顧客の属性（性別・年代）、商品・役務に対する評価（商品名、品質、内

容量、サイズ、価格、機能性、デザイン等）消費者のコメント 等 

・商談会等 味、見た目、デザイン、価格、容量、取引条件 等 

 

 

(情報分析) 

 収集した情報を専門家の意見を踏まえて経営指導員が分析を行う。 

 

【調査結果の活用】 

アンケート調査結果を対象事業所にフィードバックする。また、必要に応じ専門家

に依頼し販路開拓に向けた計画をブラッシュアップし、事業計画策定に活用する。 

 

 

５．経営状況の分析に関すること 
 

（１）現状と課題 

現状の経営状況分析については、経営革新計画書や経営改善計画書作成支援、小

規模事業者持続化補助金申請、金融斡旋指導等においては必要な項目を分析し、対

応するに留まっていた。小規模事業者が数年後を見据えた経営の向上に繋がるよう

な活用は出来ていなかった。 
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（今後の取り組みと期待できる効果） 
複数の職員による巡回や単位商工会の日常巡回・窓口相談業務を通じて、「財務分

析」と「ＳＷＯＴ分析」の両方を行う事で小規模事業者の経営状況を把握し、経営者
と共に経営状況分析を実施する。「財務分析」では数字で客観的に企業の問題点を見
出し、また、数字に表れない部分については「ＳＷＯＴ分析」で企業の強み・弱みを
認識し、経営者自身が自社を総合的に検証把握することにより実効性の高い事業計画
を策定し、強みを活かした事業展開を行う小規模事業者を増やす。 

 
（２）目標 経営状況分析数を５年間で４００事業者とする。 

 

◆各年度の目標は新規分析数              （単位：事業者数） 

経営状況分析 現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

上富田町商工会管内 15 20 20 20 20 20 

牟婁商工会管内 16 20 20 20 20 20 

龍神村商工会管内 8 10 10 10 10 10 

本宮町商工会管内 10 10 10 10 10 10 

中辺路町商工会管内 6 10 10 10 10 10 

大塔村商工会管内 5 10 10 10 10 10 

合計 60 80 80 80 80 80 
 

（３）事業内容 

 ◆経営状況分析実施事業所の掘り起こし 

  日々の巡回指導の中で経営状況を聞き出し、分析の必要な事業所を掘り起こして

いく。自社の現状把握や販路開拓に意欲的な事業所に対し、分析の必要性や関心を

持つように誘導し、今後の事業発展のため分析数を増やしていく。また高度な案件

に対しては必要に応じ専門家と連携していく。 

 

・財務分析（定量分析） 

   
 【分析項目】 

収益性分析 経営資本対営業利益率（％） 売上高対営業利益率（％）等 

安全性分析 
総資本対自己資本比率（％） 自己資本対固定資産比率（％） 
流動比率（％）等 

効率性分析 
経営資本回転率（回） 自己資本回転率（回） 
売上債権回転率（回）等 

生産性分析 
従業員一人当たりの年間売上高（円） 
従業員一人当たりの付加価値額（円）等 

成長性分析 総資本増加率（％） 売上高増加率（％） 営業利益増加率（％）等 
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・ＳＷＯＴ分析（非定量分析） 

 
【分析項目】  

内部環境  

ヒト  経営者、後継者、従業員、組織体制  
モノ  商品・製品、価格、機械設備  
カネ  収益性、効率性、安全性、成長性、ＣＦ等  
情報・技術等  ノウハウ、知的財産、情報収集力、ＨＰ等  

デジタル化、 ITの活用等  

外部環境  
マクロ的要素  自然環境、社会環境、産業構造等  

ミクロ的要素  
需要状況、顧客動向、競合動向、製品関連技術 
原材料市場と供給業者の動向等 

 

【分析の手法】 

全国商工会連合会が提供する「経営状況分析」と「Bizミル」、中小機構基盤整備機

構が推奨する「経営計画つくるくん」等を活用し分析を行う。 

 

（４）分析結果の活用 

財務分析やＳＷＯＴ分析の結果を基礎資料として、事業計画策定に活かして行く。 

分析結果はデータ化して蓄積し、小規模事業者に的確な支援ができるよう経営支援

センターの経営指導員等が情報を共有し活用する。 

 

高度な経営課題や技術、あるいは製造等における専門的経営のアドバイスの必要な

小規模事業者、新規事業者への取組や経営革新計画の承認等を目指す小規模事業者の

支援に対してはエキスパートバンク（和歌山県の補助事業として弁護士や税理士、中

小企業診断士、技術士等各種専門家が登録されている）を活用し、中小企業診断士等

の専門家と連携し密な経営状況分析を行い、事業計画策定や経営革新計画の策定の支

援に活用する。 

 

 

６.事業計画策定支援に関すること 
 

（１）現状と課題 

現状として小規模事業者への経営改善普及事業において、事業継続を見据えた中長

期的な事業計画策定支援を目指すこととしているが、融資や補助金活用を目的とした

計画策定が多く存在し、将来を見据えた事業計画策定が十分行えていない。また、Ｄ

Ｘについてもどこから手を付ければ良いかが分からない事業者が多く事業計画の中に

組み込まれていない。課題は小規模事業者に事業計画策定の重要性、ＤＸの必要性を

認識してもらい、有効な事業計画策定のための伴走型支援を行うことである。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画を策定したことがない事業者が多い中、計画の必要性を理解してもらえる

ように啓発する。計画性を持つことで今後の売上を見据えることでき、将来に向けて

のビジョンも見えやすくなる。また、各種補助金申請などに重要となる場面が今後多
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くなることを伝え、まずは関心をもってもらうことが大事である。ＤＸ推進について

も自身の課題の中から具体的にＩＴを活用していけるよう巡回やセミナーを通して提

案してく。 

  

（３）目標 定量的目標は以下のとおり 

 

 

①事業・創業計画策定セ

ミナー 

 

現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

実施回数 １ 1 1 1 1 1 

参加予定者数 15 25 25 25 25 25 

 

 

 

②DX推進セミナー 

 

現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

実施回数 ― 1 1 1 1 1 

参加予定者数 ― 25 25 25 25 25 

 

 

③事業計画策定目標 

 

（単位：事業者数） 

事業計画策定数 現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

上富田町商工会管内 5 10 10 10 10 10 

牟婁商工会管内  4 10 10 10 10 10 

龍神村商工会管内 2 5 5 5 5 5 

本宮町商工会管内 3 5 5 5 5 5 

中辺路町商工会管内 2 5 5 5 5 5 

大塔村商工会管内 2 5 5 5 5 5 

合計 18 40 40 40 40 40 

   

（４）事業内容 

  ◆事業・創業計画策定セミナーとＤＸ推進セミナーの開催及び 

巡回等による事業計画策定支援 

 

 【支援対象】経営状況分析を行った事業者及び重点支援対象者、創業予定者等 

 【募集方法】対象者へのチラシ送付、新聞広告、巡回での広報 

 【講師候補】中小企業診断士、ＩＴコーディネーター 

 【回  数】各１回 
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 【参加人数】各２５事業所 

 【カリキュラム予定】 

  ①事業・創業計画策定セミナー 

   事業計画の重要性、顧客ニーズと自社の強みを活かした計画立案方法 等 

 

  ②ＤＸ推進セミナー 

   ＤＸ推進の必要性、デジタル化推進の事例、具体的に活用できるＩＴツール 等 

 

 【支援手法】 

事業・創業計画策定セミナーを通じ、支援対象となる事業者に経営指導員が担当

制で細かな支援を行う。必要に応じ専門家と連携し事業計画の策定を行う。ＤＸ推

進セミナーに於いては、ＤＸに関する基礎知識や必要性を理解してもらい、ECサイ

トによる販売、SNS等による情報発信、クラウドサービスやＡＩといった活用事例を

踏まえ紹介し、必要に応じてＩＴ専門家を活用し具体的な導入について支援をおこ

ない、近い将来の社会に対応できる力を身に付けてもらう。 

 

経営状況分析を行った事業者やセミナー受講者については、経営指導員の巡回を

メインとした相談業務により個社に地域経済動向調査データ、経営状況分析データ

を十分理解してもらい、事業計画の策定の助言・指導等の支援を行う。高度な計画

となる新たな事業再構築や事業承継計画が必要な事業者に対しては和歌山県事業再

構築支援総合相談窓口、和歌山県事業引継ぎ支援センターとの連携により確実な計

画策定を促していく。 
 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 
 

（１）現状と課題 

現状として事業計画策定後の支援がすべてに行き届いていない。策定した事業所に

対し優先順位をつけ、計画的に巡回支援を行うことが必要。集中支援が必要な事業所

や、ある程度力を付けた事業所などに区別し、支援回数の増減をし、効率の良い支援

策を講じることが課題である。 

 

（２）支援に対する考え方 

  事業計画を策定したすべての事業所には持続的発展に向け伴走型支援を実施する。 

 ある程度力を身に付けるところまで支援を行ったと判断できる事業者には支援回数

を減らし、自社でさらなるレベルアップを図ってもらうのがよいと考える。 

  集中的に支援が必要な事業者に対してはフォローアップ頻度を増やし、自立できる

よう重点支援を行う。 
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（３）目標 定量的目標は以下のとおり       

                             （単位：事業者数） 

事業計画策定後の 

フォローアップ支援 
現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

上富田町商工会管内 5 10 10 10 10 10 

牟婁商工会管内 4 10 10 10 10 10 

龍神村商工会管内 2 5 5 5 5 5 

本宮町商工会管内 3 5 5 5 5 5 

中辺路町商工会管内 2 5 5 5 5 5 

大塔村商工会管内 2 5 5 5 5 5 

合計 18 40 40 40 40 40 

頻度（延回数）  160回 160回 160回 160回 160回 

売上増加事業者数  20者 20者 20者 20者 20者 

利益率５％以上増の

事業者 
 

 

5者 

 

5者 

 

5者 

 

5者 

 

5者 

   

（４）事業内容 

 事業計画を策定した事業者に対し、定期的な巡回を行い、事業計画の進捗状況を売 

上、利益を確認しながら把握する。巡回頻度は想定する事業者数に対し、基本四半期 

に1回とする。（必要に応じ臨機応変に対応することとする） 

順調である事業者かそうでないかを判断し、支援の強化が必要な事業者には改善策 

 や見直しを指導し、専門家の助言が必要であれば迅速に対応する。 

  

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
 

（１）現状と課題 

  これまでは各種物産展や商談会、アンテナショップ出品等について出展案内等の支

援で留まっていたことが多かった。個別の販路開拓支援に向けた即売会や展示会、商

談会にも参加する事業者が増えてはきているものの一部である。また、キャッシュレ

スの導入やオンラインによる販売、ＳＮＳ、ＨＰなどＩＴを活用した販路開拓支援は

極わずかとなっている。 

リアルな即売会、展示会、商談会も必要ではあるが今後は、将来のＤＸに向けた取

り組みを踏まえた支援を増やしていくことが課題である、 

 

（２）支援に対する考え方 

管内小規模事業者が売上増加、利益の確保を図るためには都市部への出展が近道で

あると考える。各種物産展、展示会、商談会など積極的に参加できるよう日々、事業

者の商品に対しターゲットの明確化、ＰＲの方法やブラッシュアップを行っておく必

要がある。商品が確立できれば対象事業者に適した各種商談会等への参加を推進する。 

また、新たな販路の開拓にはＤＸ推進が必要であることを認識してもらい、ＳＮＳ
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やＨＰ等での新たな情報発信やＩＴを活用した自社ネットショップ・ＥＣサイト等の

場所を問わない販路開拓方法も支援していかなくてはいけない。 

  

 （３）目標 定量的目標は以下のとおり 

 現状 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 

①即売会 

出展事業者数 

9者 10者 

 

10者 

 

10者 

 

10者 

 

10者 

 

売上額/者 8万円 10万円 10万円 10万円 10万円 10万円 

②商談会･展示会 

参加事業者数 

14者 15者 15者 15者 15者 15者 

成約件数/者 2件 2件 2件  2件 3件 3件 

③SNS・HP 

活用事業者数 

― 5者 5者 5者 5者 5者 

売上増加率/者 ― 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

④ECサイト、ネット

ショップ活用事業

者 

― 3者 3者 3者 3者 3者 

売上増加率/者 ― 10％ 10％ 10％ 10％ 10％ 

 

（４）事業内容 

 ①都市部や百貨店を想定した即売会の実施 （BtoC） 

 【支援対象者】地域資源を活用した食品、工芸品を販売する事業者 

 【想定出展先】 

・「わかやま紀州館」 ＜場所：東京都有楽町＞  

和歌山県運営のアンテナショップ 

都市部を訪れる観光客を対象としたアンテナショップであり和歌山県の特産品

をアピールできる。（来客数は約3,000人/日） 

 

・「ニッポン全国物産展」 ＜場所：東京池袋サンシャインシティ＞ 

全国商工会連合会主催 

全国の特産品が集まる物産展で、販売力の向上、商品のブラッシュアップを図

ることができる。（来場者約15万人/日、出展数約２００社） 
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・「近鉄百貨店和歌山店」 ＜場所：和歌山市＞ 

和歌山県唯一の大型百貨店 

和歌山県民に対し地元産品をアピールすることと、地元産品に対する評価の確

認を行うことができ、県外への進出の資料とすることができる。すでに即売会の

実績あり。（来客数 平日約8,000人、土日祝日約15,000人） 

       ※実施実績のある催事も踏まえ上記を想定する 

 

即売会を実施する中で、消費者との接点を大事にし、自社の商品の評価や改善点を

見出し解決し、地域の魅力を発信することを強化する。 

可能な催事に於いてはアンケート調査を実施し商品のブラッシュアップを図り、今

後の販路開拓や商品開発への資料とする。 

 

 ②商談会･展示会出店（BtoB） 

 【支援対象者】地域資源を活用した食品、工芸品を販売する事業者 

 【想定出展先】 

・「近鉄百貨店和歌山店」 ＜場所：和歌山市＞ 

和歌山県唯一の大型百貨店 

商談会を過去すでに実施したこともありバイヤーとの接点も大きい。和歌山店

以外の近鉄百貨店のバイヤーとも繋がることが期待できる。 

 

・「買いまっせ！売れ筋商品発掘市」 ＜場所：大阪市内＞  

大阪商工会議所主催 

関西圏の大手企業バイヤーが約８０社出展者する大規模商談会。持ち込み型の

商談会であり、参加者のニーズにあったバイヤーとやり取りでき関西圏への販路

開拓が期待できる。 

 

・「わかやま産品商談会」 ＜場所：和歌山市内＞ 

和歌山県が主催する大規模な商談会（出展者８０社）  

   和歌山県と連携し県内外に発信できる。小規模事業者に対し販路開拓、地域特

産品や企業の知名度の向上を図る。 

 

・「インターナショナル・ギフトショー」 ＜場所：東京ビッグサイト＞ 

ビジネスガイド社主催（来場者15万人、出展者約2,500社） 

全国から特色のある商品が勢ぞろいする超大規模商談会。国内外のバイヤーに

発信でき、幅広い商品・サービスの評価を受けることができる。 

 

※実施実績のある催事も踏まえ上記を想定する 

 

関東圏、関西圏の両方を視野に販路を開拓していく。 

支援対象事業者の状況分析、需要動向等を的確に把握し、事業者にあった商談会を斡

旋するように努める。 
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 ③SNS・HP活用改良支援 

 【支援対象者】今後IT等を利用することで商圏が拡大する事業者 

  商工会が推奨するHP作成システム「グーペ」の活用提案、ネットショップの開設

への誘導、効果的な情報発信を行うためインスタグラム等の活用方法などを支援し、

商圏にとらわれない販路開拓やリピーターなどファン獲得のための広報につなげ

る。 

必要に応じIT関連の専門家と連携し、高度なサイト等の活用を支援していく。 

 

 ④ECサイト等を活用した販路開拓支援(BtoC) 

 【支援対象者】今後ＩＴ等を利用することで商圏が拡大する事業者 

  ECサイト活用を積極的に推進する。全国商工会連合会公式のショッピングサイト

「ニッポンセレクト.com」への登録や自社のショッピングサイト機能の追加、ふる

さと納税への出展など多角化を図り、販売数を確実に上げていき、後には大規模Ｅ

Ｃサイトへの出展を目指す。 

必要に応じIT関連の専門家と連携し、高度なサイト等の活用を支援していく。 

 

 

Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

 

 ９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

 
（１）現状と課題 

 毎年度、事業の実施状況、成果については経営支援センター内での評価・見直しに

とどまっており、外部有識者を含めた見直しには至っていない。効果的に次年度の事

業実施へつながるようＰＤＣＡサイクルを定着させる必要がある。 

 

（２）事業内容 

①毎年度、事業の実施状況及び成果について、外部有識者委員２名以上（大学等教員

と中小企業診断士を想定）と各商工会会長、市・町商工振興課長で構成される「事

業評価会議」を開催し、検証・評価・見直しを行い、ＰＤＣＡサイクルを回してい

く。また 経営支援センター指導員によるセンター会議により検証、評価、見直しを

行う。 

 

②結果については、広域商工会くまの協議会役員会・総会へ報告し承認を受けるとと

もに各商工会理事会に報告する。 

 

③経営支援センターが実施する経営革新承認や経営改善計画作成支援（金融機関提出

用）、創業支援、地域資源活用支援、農商工連携支援など高度・専門的な課題解決

に向けた事業計画策定・実施支援内容は和歌山県に報告する。 
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④検証・評価・見直し内容については、各商工会の事務所内で常時閲覧可能にし、各

ホームページに掲載公表する。 

 

商工会名 ホームページアドレス 

上富田町商工会 https：//www.w-kamitonda.or.jp 

牟婁商工会 http//www2.w-shokokai.or.jp/muro/ 

龍神村商工会 http//www2.w-shokokai.or.jp/ryujin/ 

本宮町商工会 http//www2.w-shokokai.or.jp/hongu/ 

中辺路町商工会 http//www2.w-shokokai.or.jp/nakahechi/ 

大塔村商工会 http//www.aikis.or.jp/~outou/ 

 

１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 
 

(１)現状と課題 

現状の経営指導員等の活動は、主に記帳や税務相談、金融支援、補助金等の申請補

助の分野が多く、また、相談に来られた小規模事業者への対応という、いわば受け身

の姿勢が強かったことは否定できない。ＤＸ推進についてもまだまだ満足のいく支援

が出来ておらず、支援スキルを向上させていかなければならない。 

 

(２)事業内容 

◆支援能力の資質向上 

 

①和歌山県商工会連合会主催の専門スタッフ研修会には、売上増加に資する指導、助

言ができるノウハウの取得を主眼に出席を義務づけ、支援能力の向上を図る。 

 

②中小企業基盤整備機構、中小企業大学校が開催する研修会やセミナーに参加し、小

規模事業者の利益増加、マーケティング等、事業再生につながる支援能力の向上を

図る。また、中小企業基盤整備機構、中小企業大学校が主催する各種経営関連研修

会に経営指導員が積極的に参加する。 

 

③ＤＸ推進における経営指導員等のＩＴスキルを向上させ、業務効率化や販路開拓な

ど事業者のニーズに合わせた相談・指導を可能にするため、下記のような各支援能

力の向上に必要なセミナーを積極的に受講する。 

 

＜事業者にとって業務効率化等の取組＞ 

ＲＰＡシステム、クラウド会計ソフト、電子マネー商取引システム等のＩＴツール、 

テレワークの導入、補助金の電子申請、情報セキュリティ対策等 

 

＜事業者にとって需要開拓等の取組＞ 

ホームページ等を活用した自社ＰＲ・情報発信方法、ＥＣサイト構築・運用 

オンライン展示会、ＳＮＳを活用した広報、モバイルオーダーシステム等 



 

- 25 - 

 

 

＜その他取組＞ 

オンライン経営指導の方法等 

 

④経営指導員などが商談会や見本市の出展およびアンテナショップでのイベント企画

や出展業務を通して、また、その現場を経験することで、マーケティングに対して

のスキルや支援能力の向上に努める。 

 

⑤若手経営指導員の支援能力を高めるため、四半期毎の事業所訪問や個別相談にベテ

ラン指導員とともに参加するなどのＯＪＴを取り入れる。 

 

◆情報の共有による資質向上 

 

①経営支援センター内の経営指導員を中心に、毎月販路拡大や需要開拓の知識を習得、

討議する研修会を開催しノウハウの共有を図るとともに、事業計画策定案件のブラ

ッシュアップ会議を随時開催することで、スキルアップと平準化を図る。 

 

②各経営指導員が担当した事業計画策定までの経過とその後のフォローについて、そ

の実績を商工会合同研修会で報告し、情報の共有と有効な指導、助言の参考とする。 

 

③各経営指導員が習得した支援ノウハウ、巡回時の事業者との接触記録、事業者の経

営状況分析結果等を、商工会共通システム内の経営カルテとしてデータ化し蓄積、

情報の共有化を図ることで経営支援体制の構築を図る。 

 

④月１回の経営支援センター担当者会議において、実際に関わった事業所の進捗状況

を共有するとともに、全員で意見交換し、様々な事例の支援ノウハウを習得する。

特にＤＸ関連については、具体的に支援したＩＴツールやＩＴ専門家とのやり取り

などの情報共有を密にする。担当者会議後には、その他の職員を含めた組織全体で

支援ノウハウ・支援情報を共有することを目的に、パソコン内に共有フォルダを作

成しデータ化したものを蓄積しメール等で共有していく。(月1回、年12回) 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 3年 10月現在） 

（１）実施体制 

上富田町商工会・牟婁商工会・龍神村商工会・本宮町商工会・中辺路町商工会・ 

大塔村商工会の６商工会と田辺市・上富田町による共同実施。 

 

名      称  広域商工会くまの協議会 

     代   表   者  会長 長井 保夫 

 

 

       

   

  

 

           

 

 

           

  
           

           

 

           

 

           

 

 

 

 

 

        

 

 

 

         

 
 

経営発達計画の見直しや地域活性化の 
取り組みに関する連携を図る 

 

上富田町商工会 

事務局長    1 名 

法定経営指導員 1 名 

経営指導員   1 名 

経営支援員   1 名 

広
域
商
工
会
く
ま
の
協
議
会 

経
営
支
援
セ
ン
タ
ー 

 

（
６
商
工
会
共
同
支
援
体
制
） 

 

 

経
営
発
達
支
援 

小
規
模
事
業
者 

田辺市役所 商工観光部 商工振興課 

上富田町役場 振興課 企画・商工観光班 

牟婁商工会 

事務局長    1 名 

経営指導員   2 名 

経営支援員   1 名 

龍神村商工会 

経営指導員   1 名 

経営支援員   1 名 

本宮町商工会 

事務局長    1 名 

経営指導員   1 名 

経営支援員   1 名 

中辺路町商工会 

経営指導員   1 名 

経営支援員   1 名 

大塔村商工会 

経営指導員   1 名 

経営支援員   1 名 

共
同
申
請 

事業評価会議（年１回） 

外部有識者委員 2 名、各商工会会

長、市・町の振興課長で構成。 

また、市・町との担当者と法定指

導員等による情報交換会も年２

～３回程度開催する。 
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（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規

定する経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

  

  ①法定経営指導員の氏名、連絡先 

 

   ◆氏名  小川 竜也  

   ◆連絡先 上富田町商工会 TEL 0739-47-1531 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

  経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、

事業の評価・見直しをする際の必要な情報提供等を行う。 

  

  ③商工会・関係市町連絡先 

   ・上富田町商工会 

    和歌山県西牟婁郡上富田町朝来７６３番地    ＴＥＬ 0739-47-1531 

 

   ・牟婁商工会 

    和歌山県田辺市上秋津２０８４番地の１     ＴＥＬ 0739-35-1110 

 

   ・龍神村商工会 

    和歌山県田辺市龍神村西３７６番地龍神行政局内 ＴＥＬ 0739-78-0472 
   

  ・本宮町商工会 

   和歌山県田辺市本宮町本宮２１９番地      ＴＥＬ 0735-42-0269 

 

  ・中辺路町商工会 

   和歌山県田辺市中辺路町栗栖川３９６番地の１  ＴＥＬ 0739-64-1002 

 

  ・大塔村商工会 

   和歌山県田辺市鮎川２５６７番地の１      ＴＥＬ 0739-49-0171 

 

  ・田辺市 商工観光部 商工振興課 

   和歌山県田辺市新屋敷町１番地         ＴＥＬ 0739-26-9970      

  

  ・上富田町 振興課 企画・商工観光班 

   和歌山県西牟婁郡上富田町朝来７６３番地    ＴＥＬ 0739-34-2370 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

 

【広域商工会くまの協議会（経営支援センター）】 

 構成：上富田町商工会、牟婁商工会、龍神村商工会 

本宮町商工会、中辺路町商工会、大塔村商工会 

                                  （単位 千円） 

 
令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度 

必要な資金の額 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 

 

〇専門家派遣費 

〇セミナー開催  

 費 

〇商談会出展費 

〇即売会開催費 

〇ソフトウェア

導入費 

500 

1,000 

 

3,000 

1,000 

1,500 

500 

1,000 

 

3,000 

1,000 

1,500 

500 

1,000 

 

3,000 

1,000 

1,500 

500 

1,000 

 

3,000 

1,000 

1,500 

500 

1,000 

 

3,000 

1,000 

1,500 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

 

 

調達方法 

構成商工会からの会費・負担金、和歌山県補助金、田辺市補助金、上富田町補助金 等 

 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

連携者なし 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 


